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始まっている取組等 
＜大規模事故、原子力災害などへの体制の充実＞ 

・大規模災害･事故の発生にあたっては、日頃の備えと迅速な対応が被害の拡大を抑えるとと

もに人命の救助に大きな役割を果たす。 
・防災計画において事前の備えから災害発生直後の連携体制、円滑な応急活動の展開について

体系付けられている。 
・東日本大災害での原子力発電所の災害事故を教訓に本県に影響を及ぼす恐れのある原子力災

害に対して、国の原発事故の防災指針などを踏まえた防災計画の拡充が求められている。 
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(3)大規模事故や感染症などへの危機管理に強い地域となっている  

①広域、狭域的の両視点から被害軽減や対策連携の備えができている 

－迅速かつ円滑な災害応急活動への事前の備えができている。 
－初動対応、情報共有体系が充実し、発生･拡大防止ができている。 
－原子力災害に対し、適切な備えと発生から収束まで、適切な初動体制、避難･防護

対策などが整っている。 
－行政、医療機関、企業、学校、住民など地域社会の構成員が感染段階や事故の状

況に応じて協力し、行動している。 

 

凡例

ヘリ臨着場_20100201

＝｢災害予防計画｣における事前の備え＝ 

広域防災体制（相互応援、協定など）の確立 
火災予防対策の推進 
防災資機材などの整備 
災害医療システム（災害拠点病院など）の整備 
緊急輸送体系（陸路、空路）の整備 
災害時帰宅困難者対策の推進 
災害ボランティア活動の支援体制の整備 
水防対策など（河川浸水想定区域指定など）の充実 
中山間地などにおける孤立防止対策 

＝｢災害応急対策計画｣における応急活動体制＝ 

迅速な災害応急活動体制 
情報の収集・伝達 
動因の実施 
組織の設置 
防災関係機関などとの連携促進 
専門家･専門機関などへの協力要請 

 
円滑な災害応急活動の展開 

救援・救護活動などの実施 
緊急輸送活動及び代替輸送 
心のケア対策の実施 
遺体の保存、身元確認などの実施 
雑踏事故の応急対応 
危険物等への対策の実施 
災害情報の提供 

 

（例）県内のヘリコプター臨時離着陸場適地 

（出典：兵庫県災害対策局防災情報室資料） 

兵庫県防災行政無線イメージ図 
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 ＜感染症の事前予防、感染段階に応じた適切な連携＞ 

・感染症への対応は、 
① 地域社会全体での予防対策 
② 発生情報の正確かつ迅速な把握 
③ まん延防止 
④ 一人ひとりが予防を実行できるための積極的な情報発信と共有 
⑤ 学級閉鎖や就業制限 
⑥ 適切な医療の提供（早期治療） 
の各段階において行政、医療機関、企業、学校、住民など社会の構成員の連携と適切な役割

分担が重要となる。 
・また、感染症の予防・まん延の防止に関しては、感染症患者の人権を尊重する必要があり、

患者等を社会から切り離すのではなく、一人ひとりが安心して医療を受けることができ、早

期に社会復帰できるような環境が望ましい。 
・感染症のまん延防止体制の構築には、感染ルート（感染媒体）に対応できるよう、食品衛生

部門と生活衛生部門との連携強化が必要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜監視伝染病の発生予防の徹底と事前防疫体制の構築＞ 

・近年、国際化の進展に伴う海外からの伝染病の侵入など家畜の病気の発生原因は多様化する

とともに、経済損失の大きい慢性疾病が増加するなど危険性が高まっており、監視危機体制

の整備や畜産農家の自衛防疫の拡充・強化が求められている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
取組の視点 

◇ 事前予防体制、応急対策への備えの強化 

◇ 迅速な災害応急活動体制の確立 

◇ 予防から発生、収束までの各段階における役割分担と対応の明確化 

◇ 個人の予防意識の向上 

国内での牛海綿状脳症（ＢＳＥ）や高病原性鳥

インフルエンザ（ＨＰＡＩ）の発生により、「食品

の安全性」に対する国民の関心は非常に高まって

いる。 
行政と畜産農家などが連携し、発生予防、衛生

対策の啓発、迅速な病性鑑定と的確な対応、安全

な畜産物の生産性の向上などに取り組んでいる。 

＝健全な畜産経営は衛生対策から＝ 

鳥インフルエンザのウイルスの分離作業 

新型インフルエンザの大規模発生など、通常の想定を著しく上回る規模の感染症が発生

した場合に、その治療に必要な医薬品が速やかに確保できるように行政、医薬品卸販売業

者等と事前に協議･協定しておく必要がある。 
① 希少医薬品の確保 
② 大規模感染症の発生に対応する医薬品の入手ルートの確保 など 

＝医薬品の確保＝ 
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従来の防災 BCPへの取組の特徴

視点

◇人命の安全確保
◇物的被害の軽減
◇拠点レベルでの対策・対応
◇主に安全関連部門･施設部門
　 の取組

従来の防災の考え方に加え以下の新しい視点をプラス

◆重要業務(商品の供給）の継続･早期復旧＜経営の観点＞
◆製造から消費者までの一連の工程での対策･対応

 

 
 
 
 

 

始まっている取組等 
＜企業が備える災害や事故に対する事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）＞ 

・広域的自然災害や事故を受けても、重要業務が中断しないこと、中断しても可能な限り短期

間で再開することを目的とした、「事業継続計画」を策定する企業が増えている。 
・近年は、企業間の相互連携も進展し、製造から販売までの複雑化・高度化や外部への発注も

進んだため、被災時の自社単独復旧の困難さが増している。 
・企業の多くは、防災への取組を進めてきたが、ＢＣＰは生命の安全確保や被害軽減に重きを置

く従来の防災対策の考え方に加え、重要業務の選定、目標復旧時間の決定、サプライチェーン

（製造から消費者までの一連の工程）の観点の対策などの新たな視点を加えるものといえる。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

取組の視点 

◇ 危機に対する意識や情報の共有化 

◇ 帰宅困難従業員への対応と事業継続活動への従事 

◇ 企業間の危機管理体制、連携のネットワークづくり 

◇ 情報通信技術の整備と効果的な運用 

(3)②災害や感染症に対し、社会経済活動が継続できている 

－広域的な災害時においても企業の危機管理体制と企業間の連携によって、事業継

続、早期復旧が可能となっている。 
－情報通信技術を活用した診療システムや在宅勤務のしくみが生かされ、感染症の

拡大を防止しつつ社会活動を維持できている。 
 

東日本大震災以降、「事業の継続性」が

大きな課題となり、短期から長期までさ

まざまな視点での対策が急務となってい

る。 

事業継続のためには、社員などの連絡手

段の多様化、職場以外でも仕事ができる環

境の整備、顧客などのデータ消失への備

え、電力不足や停電に対するシステムの可

用性の向上、建物やサーバースペースの耐

障害性の強化などが求められる。 

それら危機(リスク)管理の観点からク

ラウドシステムが、災害対策の解として、

注目されている。 

＝クラウドコンピューティングの 

有効活用による事業継続＝ 

 

クラウドコンピューティング サービスのイメージ 

※クラウドコンピューティング： 
 「雲の向こう側の世界（インターネットの向こう側にある）巨大な情報処理施設を利用･提供する技術」の総称。 

アプリケーション（ソフトウェアを提供）

監視・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 情報ｺﾝﾃﾝﾂ

ノートパソコン

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 金融･投資

プラットフォーム（ＯＳとｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ実行環境を提供）

データ保管 個人情報 実行支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ ｼｽﾃﾑ性能評価 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

インフラストラクチャ（レンタルサーバーなどを提供）

解析・計算 大容量記憶装置 ﾈｯﾄﾜｰｸ

デスクトップ
パソコン

サーバー

携帯タブレット
スマートフォン

ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理

アプリケーション（ソフトウェアを提供）

監視・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 情報ｺﾝﾃﾝﾂ
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ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 金融･投資

プラットフォーム（ＯＳとｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ実行環境を提供）

データ保管 個人情報 実行支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ ｼｽﾃﾑ性能評価 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

インフラストラクチャ（レンタルサーバーなどを提供）

解析・計算 大容量記憶装置 ﾈｯﾄﾜｰｸ
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サーバー
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スマートフォン

ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理
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始まっている取組等 
＜災害に備え地域･住民主体で自主的な取組が進む（マンションの例）＞ 

・災害に備えるため、地域とマンションとの共同での防災訓練を行うほか、個々のマンション

が自主防災として、大規模災害時にマンションでの生活を強いられることを想定した取組を

行うことなどが求められる。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)災害に対する共助・公助の地域防災力が向上している  

①地域による自主防災組織や災害弱者を守るしくみが形成され、行政とも連携でき

ている 

－自治会やまちづくり協議会、ＮＰＯなどが連携した地域の防災･減災のための共

助体制が整っている。 
－地域の消防団、水防団の活動が、地域住民の協力や連携によって円滑に行われて

いる。 
－高齢者、障害のある人、外国人、妊婦、乳幼児など災害時要援護者の救援体制が

地域住民の協力のもとでつくられている。 
－防災活動、水防活動などでリーダーシップを発揮できる人材が地域に多く存在し

ている。 

 

マンションに設置された防災井戸（加古川） 

＝自主防災に取り組むマンション＝（再掲） 

加古川グリーンシティ防災会は、1998 年（平成 10 年）

に同マンションの自主防災組織として設立。楽しく防災

をやろう、をスローガンに防災対策に取り組んでいる。 

何のために防災活動を行うのかを導き出すマニュア

ルである「非常持ち出し本ＤＩＢ」の制作刊行、災害時

の「ひと声かけて」登録制度の実施などソフト面での取

組のほか、マンションの運営情報及び緊急情報システム

の「グリーンネット」の導入や災害時に不足する飲料水、

トイレ用水のための防災井戸の設置など、さまざまな取

組が行われている。 

専門家の意見 
� 地震時には、高層マンションは停電などにより一時的に孤立してしまう。高層マンショ
ンでは水道も使えなくなるので、生活は困難となる。現在の避難所の収容能力は、マン

ション住人が避難してこない前提で設定されており、発災後の避難や修繕時の一時待避

の際に、どこにも収容する場所が物理的にないのが一番の課題である。（大学教授） 

長田区のあるマンションでは、隣のボウリング場の屋

外消火栓を万一のときに使わせてもらう代わりに、夜間

にボウリング場に火事があった場合には、マンションの

住民が消火活動にあたることとして、ボウリング場と防

災協定を締結した。 
また、大阪府内の小学校での児童殺傷事件を機に、南

隣に隣接する幼稚園の出入口が一か所しかなかったこ

とから、マンションとの境界の金網を切り取り、緊急時

の避難出口にすることを申し出て、改修工事を行った。 

コミュニティ活動も盛んなマンション

（神戸） 

＝隣接する集客施設と防災協定を締結＝ 
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＜災害時要援護者を地域で助け守るしくみ＞ 

・近年、多発した集中豪雨・台風・地震による被害者の多くは、高齢者や障害のある人など、

迅速に避難行動をとることが困難な災害時要援護者である。この状況を受け、行政や地域で

は災害時要援護者の安否確認方法や避難誘導等を確保し、災害時要援護者に対する救援体制

の構築を進めている。  
・また、救援救護体制を整えるためには、救援を必要とする方がどこにいるのかを日頃から知

っておく必要があることから、地域での災害時要援護者名簿や地図を作成している例もある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

災害時における「初動期の対応」が人命を守

る上でもっとも重要であり、地域で自助・共助

の意識と地域全体での防災意識を高めることが

求められている。 

2009 年（平成 21 年）の台風９号で被災した佐

用町では地域の高齢者も参加しての各自の生活

エリアの調査、「支え合いマップ」づくりのワー

クショップが行われ、災害時の災害弱者を地域

で支え合う”住民ネットワークづくり”と住民の
自助・共助の意識向上につながっている。 
 

ワークショップの様子（佐用） 

＝災害時要援護者を地域で共助する「支え合いマップ」の作成（佐用）＝ 

（出典：支え合いマップ作成マニュアル（佐用町）） 

 

要援護者と支援する人の情報を記載した記載した支え合いマップ（例） 

県民の意見 
� 「支え合いマップ」を作成することが大事なのでなく、作成する過程において、地域の人が地
域の防災や助け合いについて自ら考え、共に話し合うことが大事。それが地域の防災意識

の向上につながる。  （佐用町住民） 
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＜誰もが参加できる防災訓練や防災リーダーの育成プログラム＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

取組の視点 

◇災害後も自立して生活できるマンションコミュニティの形成 
◇マンションコミュニティと既存コミュニティの融合 
◇自主防災組織（共助）と行政（公助）との連携 
◇災害時要援護者の救援体制の地域との共有 
◇地域における高齢者等への日ごろからの「声かけ」運動 
◇自らの地域を自ら守る人材の育成 

 

 兵庫県広域防災センターでは、地

域で企画した防災訓練について、体

験型学習・訓練メニューや、消防学

校の教育訓練施設などを活用して、

自主防災活動のさらなる発展を応援

する体制が整っている。 

＝県広域防災センターによる防災研修＝ 

 兵庫県立大学では、「防災リーダ

ー」を育てる新しい教育プログラ

ムを開始。神戸東部新都心の人と

防災未来センターにサテライトキ

ャンパスを開設し、集中講義も実

施する。 
 同大学では全学生が受講できる

「災害支援とボランティア」「兵庫

の災害と防災」などの共通科目も

開講している。 

＝大学が防災人材を育てる動きも＝ 

地震体験           煙避難体験 

 婦人防火クラブは、家庭防火という面から、日

頃火気を扱う機会の多い女性が火災予防の知識

を習得し、初期消火・通報連絡・避難方法などを

学び、一般家庭における火災を防止し、併せて地

域の協力体制と連帯意識の高揚を図ることを目

的に多くの地域で結成されており、安全で住みよ

いまちづくり、健康で幸せな家庭づくりをめざし

て活動している。 防災研修として、県広域防災センターと備蓄

倉庫を視察する「三木市 婦人防火クラブ」 

阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター 
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始まっている取組等 
＜さまざまな主体が参加した合同防災訓練や防災演習が展開＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＜「関西広域連合」による県域から圏域レベルでの防災・支援体制＞ 

・東海･東南海･南海地震発生に備えた広域防災体制の整備やドクターヘリによる広域的な救急

医療体制の確保をはじめ、将来的には関西の競争力を高めるための交通・物流基盤の一体的

な運営管理などをめざし、関西圏が一丸となって広域行政を展開している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 
取組の視点 

◇ 多様な主体による防災体制の連携 

◇ 「県」を越えた「圏」による防災力の向上 

(4)②防災関係機関や電気･ガス･水道等事業者などが広域的に相互連携、情報共有でき

る体制が整っている 

－自治体、警察、自衛隊、防災関係機関、電気･ガス･水道等事業者、地域団体など

が合同で訓練を重ね、事前の備えができている。 
－災害発生後の応急対応、支援活動が円滑な連携で展開されるようになっている。 

専門家の意見 
� 東日本大震災を踏まえた地域連携のあり方、「関西広域連合」の発足による兵庫県の地域
連携のあり方があるのではないか。 （長期ビジョン推進委員会） 

� 国では大規模な災害しか発想がないが、兵庫県では小規模で発生した災害のことをさまざ
まな面から捉え、安全安心ということに取り組む必要がある。 （長期ビジョン推進委員会） 

災害が起こった際の各機関との情報共有や伝達

方法などを再確認するため演習を定期的に実施し

ている。 
演習後には、「情報の収集・提供・部内共有が難

しかった、職員の実務上における防災計画の認識

が不十分、救援物資搬送に伴う通行止め状況の詳

細把握、通行止め解除などについてどの段階でど

ういった機関に報告・連絡するのか、消防本部と

消防団本部との適切な情報共有、住民から多くの

問い合わせがあることを念頭に置いた訓練に取り

組む必要性がある」といった課題を共有した。 

＝阪神間７市１町で防災訓練を実施＝ 

（主な取組） 
・「関西広域防災計画」の策定 
・関西広域応援訓練の実施 
・救援物資の備蓄等の検討･実施 
・災害発生時の広域応援体制の強化（関西広域応援実施要綱の作成･運用） 
・防災分野の人材育成 
・救援物資の備蓄等の検討・実施 
・感染症のまん延その他の緊急事態に係る構成団体間の連携・調整 
・広域防災に関する調査研究 

＝東海・東南海・南海地震等大規模災害に備える「広域防災」＝ 

平成 22 年度阪神広域防災訓練・ 
猪名川町防災訓練図上演習 

総括本部 自衛隊 

自主防災組織 消防団 

広域的な救急医療体制の確保 

関西広域連合では、関西全体の防災に係る人材、知見、情報、

施設等の資源を活用し、そのネットワーク化を進めて、防災力

をさらに高め、関西全体の安全・安心の向上をめざしている。 
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始まっている取組等 
＜さまざまな世代への環境・防災学習＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
取組の視点 

◇ 日常生活に防災・減災の意識や活動が根づく繰り返し学習 

◇ 県民誰もが防災訓練、防災研修を体験するしくみづくり 
◇ 阪神･淡路大震災や東日本大震災から学ぶ防災・減災 

(5)一人ひとりが防災についての高い意識を持ち、自助・共助のしくみが整っている  

①地域の自然環境や防災･減災について学ぶ場が、多様な主体によって提供されている 

－地域の自然や災害の特性を学ぶための環境・防災学習が学校や地域で実施されて

いる。 
－県民誰もが防災啓発施設などでの防災研修や地域の防災訓練に定期的に参加して

いる。 

 

 兵庫県では、2005 年（平成 17 年）から河川、道路等の社会基

盤施設を題材に、子どもたちが災害の恐ろしさや社会基盤の必要

性等を学ぶ機会を作り、減災や美しい県土づくりなどに結びつけ

る「社会基盤学習」を小・中・高校を対象に実施している。 

＝社会基盤学習を通じて自然と共存する防災・減災意識を醸成＝ 

津波と防災を｢知る｣･｢逃げる｣・｢備える｣ 

体験館福良港津波防災ステーション 

（南あわじ） 

河川について学習（神戸） 
＝津波に対する防災意識の醸成を図る（南あわじ）＝ 

＝住民参加で行う合同防災訓練（各市町単位）＝ 

防災の日の９月１日にあわせ、県と市

町などが住民参加で行う防災訓練を実

施している。市町からの避難勧告等によ

る地域住民の避難訓練、地元小学校での

避難所設置運営訓練や防災教室の開催

など、住民参加型の訓練を実施するとと

もに、防災関係機関の連携による実戦的

な災害対応訓練を行っている。 

 

住民による避難訓練 地元小学校における

避難所運営訓練 

防災教室の開催 

2010 年(平成 22 年)に完成した、南あわじ市福良港の津波防災ステーションは、

津波発生時の水門･防潮ゲートなどの自動閉鎖機能や津波情報の屋外緊急放送、監

視映像の配信機能を有している。 
また、常設の防災学習室もあり、津波知識の供与と津波防災

の啓発、地域の自主防災組織による防災学習や防災訓練が日頃

から行われる場所とし 
ても活用されている。 
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始まっている取組等 
＜家族や町内単位で「防災・減災」について考える＞ 

・防災社会基盤の整備や救助活動などの「公助」に加え、一人ひとりが地域の危険度を認識し、 
避難訓練に参加したり、安全な避難経路や避難場所を確認したり、状況を判断して「逃げる」

といった「自助」によって、災害による被害をさらに減じることができる。 
・さらに、近所や地域での防災マップ作成や助け合いながらの避難といった「共助」の防災活

動が加わり、「自助・共助・公助」の３対策が揃い、それぞれ機能することが防災・減災社

会を築く上で大切である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

(5)②誰もが地域の災害危険度を認識し、家族や地域で防災意識が共有できている 

－過去の災害記録やハザードマップ（災害危険箇所分布図）などが活用され、誰も

が災害危険度を認識し、地域で災害への危機意識が高まっている。 
－自分や家族のいのちは自分たちで守るという自助の意識が浸透し、近所で協力し

合う迅速な避難体制が整っている。 
－地域で防災･減災の啓発が定期的に行われ、災害に対する住民の状況判断力が向

上している。 

＝災害時の迅速行動や避難後の情報共有に「防災手帳」を活用＝ 

 災害が起きたときに、身の安全を確保して混乱を防

ぎながら落ち着いた行動がとれるよう、日ごろの備え

やいざというときの対応方法、本人に関わる個人情報

(疾患や服薬品なども含む)、緊急時の連絡先などを記

載しておくのに有効な「防災手帳」というものがある。 

携帯しやすいカードサイズで作成するもの、市販さ

れているものもあり、家族会議を開いて防災手帳を作

成し、家族間でも情報を共有しておくことが有効であ

る。 

防災手帳作成キット例 （福島県） 

＝家族で”防災会議”を開いて事前の備えを＝ 
防災について考える項目（例） 

○避難場所や連絡方法を確認しよう 

○非常持ち出し袋を用意しよう 

○家具などの転倒防止策を 

○地域のつながりを大切に 

○正しい防災情報を入手するには 

○住宅被害への備えは 

「自分の身を守る＝災害を知って準備するこ

と」が大切であり、日頃の備えとして、家族会

議を開き、右表にあるような防災について考え

る項目を話し合い、確認し合う機会を持つこと

の大切さを行政が中心となって呼びかけてい

る。 
防災について考える項目 

兵庫県の防災対策のホームページより引用 
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＜住民自らで地域の人を守る動き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波を想定したＣＧから浸水被害への備えや対策を考える 
 
・人の目の高さから見た都市に流れ込む津波のイメージをＣＧで作成している。具体的に

浸水状況をイメージすることで、津波から身を守るためには、高いところへ迅速に逃げ

ることの重要性を意識啓発している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（出典：兵庫県 地域の防災情報の津波イメージＣＧ） 

＝地震の長周期地震動へのマンションの備え＝ 

①阪神地区(西宮市)での津波が流れ込む  

イメージＣＧ 

②福良地区(南あわじ市)での津波による 

 浸水イメージＣＧ 

海溝型の東海･東南海･南海地震では周期の長い揺れが続く「長周期地震動」につい

ても警戒が必要とされている。高層建築物では、高層域で共振し、揺れがさらに大き

くなり、上層階ほど被害が拡大する恐れがある。家具の固定や安全な空間を確保する

などの対策のほかに、住民同士で避難方法を相談しておくことが求められる。マンシ

ョン自治会の中には、地震でエレベーターが停止した想定での避難訓練の実施などの

防災対策を行っているところもある。 

＝沿岸地域での浸水被害への備え＝ 

東日本大震災における想定外の津波による被害

を目の当たりにし、東海･東南海･南海地震で浸水

の恐れのある阪神、神戸地域や淡路地域などの沿

岸住民にも迅速な避難の重要性の意識が高まっ

た。 
まちづくり委員会などが主導となり、住民自ら

住宅地図を片手に津波から逃げ込める近隣の高層

建物を探したり、避難所までの経路の安全を確認

したり独自の防災計画や避難計画の策定に動き始

めている。 

津波から逃れるための避難路を 

考える住民（南あわじ） 
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＜過去の災害を風化させない工夫づくり＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

取組の視点 

◇ 自らの地域を自ら守る意識、自ら状況を判断して動ける人の育成 

◇ 過去の災害の歴史やハザードマップを生かした住民同士による防災啓発 

◇ 阪神･淡路大震災や東日本大震災などから得た教訓の継承 

 

 

②第２室戸台風／1934 年（昭和９年)９月 21日 

第２室戸台風による被害は高潮と風によるも

のが主で、近畿地方を中心として全国に及んだ。

この台風の規模は室戸、枕崎台風に次ぎ、伊勢

湾台風とほぼ同じくらいであったが、人的被害

は全国で 200 人と先の３台風に比べると非常に

少なかった。兵庫県内の被害は、淡路島を含む

県南部では高潮によるものが大きく、県北部で

は円山川をはじめ、中小河川の氾濫による水害

が大きかった。 

＝過去の風水害の歴史から学ぶ＝ 

①伊勢湾台風／1954年 (昭和34年)９月 25～26日 

伊勢湾台風は暴風域が非常に大きく、中心付

近ではかなり強い風速を有していたのが特徴で

ある。雨は、25 日の台風前面の前線によるもの

と、26日の台風通過によるものとに分けられる。

県内の降雨状況は、県北部と淡路島の南部では

全般に 200mm 以上で、県北部の一部では 300mm

に達した。この雨で円山川支流の奈佐川の堤防

が決壊・氾濫し、豊岡市内の約 60%が浸水した。 

26日夜 11時ごろ水防団が堤防破堤を防ぐべく
必死の努力を行っていたが、円山川の支流の奈
佐川が決壊した。 
あふれだした濁流は国鉄山陰線を越えてさか
上り豊岡市内に大量に流れ込んだ。 
 

五色町では特に海岸部での被害が甚大で、都志
川の氾濫による家屋の浸水のため、漁船より救
助活動を行った。また、西浦県道は随所で寸断
され、復旧には陸上自衛隊姫路部隊特価隊の救
助隊 350名がヘリコプター、上陸用船艇で上陸
するなど、３日間全線にわたり作業に従事した。 

 阪神･淡路大震災の記憶が薄れていく、

再び同じ悲しみを繰り返してはならな

い、という想いから「北淡震災記念公園」

では震災体験から地域の人による「震災

の語りべ」が地域のコミュニケーション

の大切さ、地震に対する備え、命の大切

さを熱く伝えている。 

＝「震災の語りべ」による災害教訓の伝承＝ 

（出典：北淡震災記念公園資料） 


	[将来像９]　（３）大規模事故や感染症などへの危機管理に強い地域となっている
	（４）災害に対する共助・公助の地域防災力が向上している
	（５）一人ひとりが防災についての高い意識を持ち、自助・共助のしくみが整っている

